
「道路法施行令の一部を改正する政令」について

平成２５年１１月１５日
国 土 交 通 省

標記政令について本日閣議決定されましたので、お知らせいたします。

１．背景
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第３９条において、道路管理者は、道路の占用

につき占用料を徴収することができることとされており、占用料の額は、民間における
地価水準等を勘案して算定されている。また、占用料の額は、指定区間内の国道にあっ
ては政令（その他の道路にあっては道路管理者である地方公共団体の条例）で定めるこ
ととしており、占用物件の種類ごと、所在地区分（全国を甲地（都の特別区及び人口５
０万人以上の市）、乙地（甲地以外の市）、丙地（町村）に区分）ごとに定めていると
ころである。
しかしながら、例えば甲地において地価の高い都市がある一方で、同じ甲地に周辺自

治体との合併によって人口が多いながらも地価の低い都市も存在しており、現行制度で
は同区分に位置づけられる都市の中でも大きな格差が生まれている。また、例えば乙地
の都市で一部の甲地の都市よりも地価の高い都市があるなど逆転現象も多く生じている
ことから、本改正案においては、現状の適正化を図るため所在地区分の見直しを行うと
ともに、その他所要の改正を行うこととする。

２．概要
（１）所在地区分について

現行の３区分を、固定資産税評価額の地価の平均を基に、各市町村の地価の平均の
降順に第一級地、第二級地、第三級地、第四級地及び第五級地の５つに区分すること
とする。
具体的には、それぞれの区分に該当する市町村を、固定資産税評価額の地価の平均

が以下の要件に該当する市町村とし、告示でそれぞれの区分ごとに市町村名を列挙す
ることとする。
第一級地：地価の平均が都の特別区及び政令市要件を満たす人口５０万人以上の市

の地価の平均以上の市町村
第二級地：地価の平均が特例市要件を満たす人口２０万人以上の市（都の特別区及

び人口５０万人以上の市を除く。）の地価の平均以上の市町村で第一級
地以外のもの

第三級地：地価の平均が人口２０万人未満の市の地価の平均以上の市町村で第一級
地、第二級地以外のもの

第四級地：地価の平均が町村の地価の平均以上の市町村で第一級地、第二級地、第
三級地以外のもの

第五級地：その他の市町村

（２）占用料の額について
占用料の額については、占用料の額の算定の基礎となる民間における地価水準（固

定資産税評価額）及び地価に対する賃料の水準の変動等を反映した適切なものとする
ため、適宜見直しを行う必要があり、今般、平成２４年度に行われた固定資産税評価
額の評価替え、地価に対する賃料の水準の変動等を踏まえた改正を行うこととする。

３．今後のスケジュール
施 行 日 ： 平成２６年４月１日（火）
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